
 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第１号 

 

 

   国における令和５年度教育予算拡充に関する意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第２項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会 

          文教福祉常任委員長  市 角 雄 幸 

         

 



   国における令和５年度教育予算拡充に関する意見書 

 

教育は、憲法・子どもの権利条約の精神にのっとり、日本の未来を担う子ど

もたちを心豊かに教え、育てるという重要な使命を負っている。しかし現在、

日本の教育は「いじめ」、「不登校」、少年による凶悪犯罪、さらには経済格差か

ら生じる教育格差・子どもの貧困等、様々な深刻な問題を抱えている。また、

東日本大震災、原子力発電所の事故、さらに各地で地震や豪雨、台風などの大

規模災害が立て続けに発生した。災害からの復興はいまだ厳しい状況の中にあ

ると言わざるを得ない。 

一方、国際化・高度情報化などの社会変化に対応した学校教育の推進や教育

環境の整備促進、様々な教育諸課題に対応する教職員定数の確保等が急務であ

る。 

千葉県及び県内各市町村においても、一人一人の個性を尊重しながら、生き

る力と豊かな人間性の育成を目指していく必要がある。そのための様々な教育

施策の展開には、財政状況の厳しい現状をみれば、国からの財政的な支援等の

協力が不可欠である。充実した教育を実現させるためには、子どもたちの教育

環境の整備を一層進める必要がある。 

よって、本市議会は政府に対し、国においては、教育が未来への先行投資で

あり、日本の未来を担う子どもたちに十分な教育を保障することが、国民の共

通した使命であることを再認識され、国財政が非常に厳しい状況の中ではある

が、以下の項目を中心に、令和５年度に向けて必要な教育予算を確保すること

を強く求めるものである。 

 

記 

 

１ 災害からの教育復興に関わる予算の拡充を十分に図ること。  

２ 少人数学級や小学校高学年専科を実現するため、公立義務教育諸学校の

教職員定数を改善する計画を早期に策定・実現すること。  

３ 保護者の教育費負担を軽減するために義務教育教科書無償制度を堅持す

ること。 

４ 現在の経済状況を鑑み、就学援助や奨学金事業に関わる予算をさらに拡

充すること。 

５ 子どもたちが地域で活動できる総合型地域クラブの育成等、環境・条件

を整備すること。 

６ 安全・安心で個別最適な学びを実現する施設環境の整備に向け、バリア



フリー化や、洋式・多目的トイレ、空調設備設置等の公立学校施設整備費

を充実すること。 

７ 感染症に伴う臨時休校等の様々な措置により、児童・生徒が健康面・学

習面で不安やストレスを感じることがないよう財政措置を講じること。  

８ ＧＩＧＡスクール構想に伴うＩＣＴ環境の整備促進のために、財政措置

を講じること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日 

                   習志野市議会議長 

                      清 水 大 輔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本案は、陳情趣旨に基づき、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、

標記意見書を提出するものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第２号 

 

 

   義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第２項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会 

          文教福祉常任委員長  市 角 雄 幸 

         

 



   義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書 

 

義務教育費国庫負担制度は、憲法上の要請として、教育の機会均等とその水

準の維持向上を目指して、子どもたちの経済的、地理的な条件や居住地のいか

んにかかわらず無償で義務教育を受ける機会を保障し、かつ、一定水準の教育

を確保するという国の責務を果たすものである。 

政府の主導する三位一体の改革の中で、国家財政の悪化から同制度を見直し、

その負担を地方に転嫁する意図の下に、義務教育費国庫負担金の減額や制度そ

のものの廃止も検討された経緯がある。 

地方財政においても厳しさが増している今、同制度の見直しは、義務教育の

円滑な推進に大きな影響を及ぼすことが憂慮される。また、同制度が廃止され

た場合、義務教育の水準に格差が生まれることは必至である。 

よって、本市議会は政府に対し、国においては、２１世紀の子どもたちの教

育に責任を持つとともに、教育水準の維持向上と地方財政の安定を図るため、

義務教育費国庫負担制度を堅持するよう強く求めるものである。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

                   習志野市議会議長 

                      清 水 大 輔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本案は、陳情趣旨に基づき、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、

標記意見書を提出するものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第３号 

 

 

国民の祝日「海の日」の７月２０日への固定化を求める意見書について  

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会議員   市 瀨 健 治 

賛成者  習志野市議会議員   鮎 川 由 美 

〃     〃        荒 木 和 幸 

 〃     〃        木 村 孝 浩 

 〃     〃        布 施 孝 一 

  



国民の祝日「海の日」の７月２０日への固定化を求める意見書 

 

国民の祝日「海の日」は、「海の恩恵に感謝するとともに、海洋国日本の繁栄

を願う」ことを趣旨として平成７年に制定され、平成８年７月２０日から施行

されているが、平成１５年以降いわゆるハッピーマンデー化により７月の第３

月曜日となっている。 

よって、本市議会は政府に対し、我が国と海との歴史的、文化的及び経済・

社会的な関わり並びに海の日制定の歴史的経緯等を踏まえ、国民が海の大切さ

を理解し、その恩恵に感謝し、海の安全及び環境保全について思いをはせる機

会とするためにも、「海の日」を当初の７月２０日に固定化することを強く求め

るものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日 

習 志 野 市 議 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本案は、陳情趣旨に基づき、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、

標記意見書を提出するものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第４号 

 

 

   女性トイレの維持及びその安心安全の確保を求める意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会議員   清 水 晴 一 

賛成者  習志野市議会議員   佐々木 秀 一 

〃     〃        宮 城 壮 一 

〃     〃        荒 原 ちえみ 

         

 



   女性トイレの維持及びその安心安全の確保を求める意見書 

 

令和３年１２月１日施行の労働安全衛生規則等の改正は、男性用と女性用と

に分ける大原則は維持しつつも、同時に働く労働者が常時１０人以下であれば

共用１個でよいとされ、さらに独立個室型のトイレを設けたときは男女別トイ

レの設置基準に一定数反映ともされた。 

この動きは、公的な建物内、公衆便所や大規模小売店舗等の不特定多数が使

うトイレにおいても独立個室型のトイレで足りるとの設計を助長し、さらには

男女共用型のトイレで足りるとする傾向を成立・加速させる可能性がある。   

しかし、女性トイレは、性犯罪のほとんどが男性によるものであることから、

多くの悲惨な被害を重ねながらも、先人の女性たちが血と涙を流して闘い、設

置されてきたものである。女性トイレで、個室に引きずり込まれての性暴力被

害、個室での盗撮や盗聴被害の増加、さらに使用済みの生理用品を見られたり、

持ち出されたりする事件は後を絶たない。特に、警戒心が薄く抵抗する力のな

い女児や、障がいのある女性が性暴力被害に遭いやすい傾向にある。  

したがって、事業所トイレにおける大原則である「男性用と女性用に区別し

て設けること」を今後とも崩さず、また女性トイレはすべからく維持しかつ女

性の安心安全という権利法益を守るべく諸方策を取ることは極めて重要である。 

よって、本市議会は政府に対し、下記の事項について強く求めるものである。 

 

記 

 

１ 労働安全衛生規則第６２８条及び事務所衛生基準規則第１７条所定の事

業所トイレにおける大原則である「男性用と女性用に区別して設けること」

につき、今後ともこれを崩さないこと。 

２ 公的な建物内、公衆便所や大規模小売店舗等の不特定多数が使うトイレ

につき、女性トイレはすべからく維持し、またこれらトイレにおいて、女

性の安心安全という権利法益を守るべく諸方策を取ること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日 

                   習志野市議会議長 

                      清 水 大 輔 

 

 



提案理由 

本案は、陳情趣旨に基づき、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、

標記意見書を提出するものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第５号 

 

 

プラスチック資源の循環促進のために事業者責任の拡大と国の支援を求

める意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会議員   入 沢 俊 行 

賛成者  習志野市議会議員   宮 城 壮 一 

〃     〃        央   重 則 

〃     〃        宮 内 一 夫 

〃     〃        谷 岡   隆 

〃     〃        藤 崎 ちさこ 

 



プラスチック資源の循環促進のために事業者責任の拡大と国の支援を

求める意見書 

 

プラスチックを、焼却や埋立処理するのでなく再資源化することは、海洋プ

ラスチックごみ問題、資源循環、地球温暖化等への対策を進めていくためにも、

重要な課題である。一般社団法人プラスチック循環利用協会の資料では、令和

元年の樹脂生産量１,０５０万トンのうち廃プラスチックとなるのは、一般系廃

棄物と産業系廃棄物の計８５０万トンであるが、その多くは熱回収に回されて、

マテリアルリサイクルは実に１８６万トンとプラスチック廃棄物全体の２２％

にすぎない。そのマテリアルリサイクルですら、約４割に当たる７９万トンは

輸出されている。国内でのリサイクルは、再生プラと繊維を合わせて約１０６

万トンと、樹脂生産量の約１割にすぎない。 

現在、容器包装リサイクル法に基づいて、プラスチック製の容器包装が市町

村によって分別収集され、人口ベースでいうと８割弱の市町村において既にプ

ラスチック製の容器包装の分別収集が行われているが、廃プラスチックを削減

し資源循環を促す「プラスチック資源循環促進法」の本年４月１日施行によっ

て、自治体が新たに製品プラスチックも容器包装プラスチックとともに一括回

収できるようになった。 

しかし、新たに回収対象となる製品プラスチックの製造事業者や利用事業者

に対しては、回収、選別、リサイクル、再資源化の費用を負担させる仕組みが

ない。法施行前でも、容器包装プラスチックの回収、選別に、自治体の負担が

約２,５００億円かかっているが、さらに製品プラスチックの選別、回収、運搬、

保管、再資源化費用まで、全て自治体の負担となる。 

ＥＵでは、令和元年のプラスチック指令によって、令和６年までに容器包装

プラスチックには拡大生産者責任を導入した。回収、処理費用も事業者責任と

しており、各国が法制度化を今迫られ、ドイツでは、既に回収もデポジット制

度が組まれて、事業者責任による回収が進められている。日本でも使い捨て包

装容器については回収、選別まで事業者責任を拡大すべきである。  

よって、本市議会は政府に対し、下記事項を強く求めるものである。  

 

記 

 

１ 国は、プラスチック使用製品の製造を行う事業者が製造したプラスチッ

ク使用製品に係るプラスチック廃棄物等について、当該事業者が自ら適正

に回収し、再使用し、若しくは再生利用することまたは回収、収集、再使

令和元年１２月３日（火） 

議会運営委員会配付資料【議題１①】 



用、再生利用その他の処理に係る費用を適正に負担することとなるよう、

規制その他の必要な措置を講ずるものとすること。 

２ 前項の措置が講じられるまでの間、国は、同項の事業者であって、プラ

スチック廃棄物等の回収、再使用又は再生利用に自主的に取り組むものに

対し、必要な支援を行うものとすること。  

３ 国は、市町村によるプラスチック廃棄物等の分別収集が徹底されること

によりプラスチック廃棄物等の回収、収集、再使用及び再生利用が促進さ

れるよう、市町村に対し、必要な財政上及び技術上の支援を行うものとす

ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日 

習志野市議会議長 

清 水 大 輔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本案は、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、標記意見書を提出す

るものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第６号 

 

 

核兵器禁止条約の実効性を高めるための主導的役割を果たすことを求め

る意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会議員   谷 岡   隆 

賛成者  習志野市議会議員   央   重 則 

〃     〃        宮 城 壮 一 

〃     〃        宮 内 一 夫 

〃     〃        藤 崎 ちさこ 

 



   核兵器禁止条約の実効性を高めるための主導的役割を果たすことを求め

る意見書 

 

習志野市は今年、千葉県内で初めて「核兵器廃絶平和都市」を宣言してから

４０年を迎える。その宣言の内容は以下のとおりである。  

わたくしたち習志野市民は、文教住宅都市憲章を定め、生存と安全をまちづ

くりの基本とした。 

わたくしたち習志野市民は、我が国が世界唯一の核被爆国として被爆の恐ろ

しさと、被爆者の苦しみを全世界の人々に訴え続けるとともに、再び地球上に

広島、長崎の、あの惨禍が繰り返されることのないよう、恒久平和を強く願う

ものである。 

わたくしたち習志野市民は、非核三原則の完全実施を願い、平和を愛する世

界の人々と共に、恒久平和を実現することを決意し、核兵器廃絶平和都市をこ

こに宣言する。 

国際社会へ目を向けると、被爆者をはじめとした多くの人々の核兵器廃絶へ

の強い願いが実を結び、令和３年１月に核兵器禁止条約が発効した。人類史上

初めて核兵器を違法とする国際法が生まれ、「核兵器のない世界」への道が開か

れた。これは習志野市の核兵器廃絶平和都市宣言の理念と合致するものである。 

「核兵器のない世界」を実現するためには、核保有国及びその傘の下にある

国の条約の効果的な運用に向けた議論への参画と締約国会議への参加、また条

約の署名・批准国の一層の拡大により、この条約を実効性の高いものとしてい

く必要がある。 

本年６月、第１回締約国会議がウィーンで開催された。条約に加盟していな

い国やＮＧＯなどもオブザーバーとして招請され、条約の運用について検討し

た。日本政府も条約の効果的な運用と発展に向けた議論に積極的に加わってい

くことが重要である。唯一の被爆国である日本は、核兵器廃絶の実現に向け特

別の役割と責任を負っている。 

よって、本市議会は政府に対し、下記の事項を行動に移すことにより、核保

有国と非核保有国の橋渡しに努めるなど、核兵器禁止条約の実効性を高めるた

めに主導的役割を果たすことを強く求めるものである。 

 

記 

 

１ 核兵器禁止条約を早期に署名・批准すること。まずは、締約国会議にオ

ブザーバーとして参加すること。 



 

２ その上で、核保有国を含む核兵器禁止条約に署名・批准していない国に

対し、署名・批准を要請すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

                  習志野市議会議長 

清 水 大 輔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本案は、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、標記意見書を提出す

るものである。 



 

（令和４年習志野市議会第２回定例会） 

 

発議案第７号 

 

 

物価高騰から暮らしを守る対策として学校給食費無償化を千葉県に求め

る意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定によ

り提出します。 

 

 

   令和４年６月２４日 

 

 習志野市議会議長 

    清 水 大 輔  様 

提出者  習志野市議会議員   荒 原 ちえみ 

賛成者  習志野市議会議員   宮 城 壮 一 

〃     〃        央   重 則 

〃     〃        宮 内 一 夫 

〃     〃        藤 崎 ちさこ 

〃     〃        谷 岡   隆 

 



   物価高騰から暮らしを守る対策として学校給食費無償化を千葉県に求め

る意見書 

 

県内で新型コロナ感染症の感染が確認されて２年半となり、この間に６回の

感染急拡大の大波を経験してきた。コロナ禍により景気の低迷と生活の困窮拡

大が長期に及んでいるところに加えて、食料品、ガソリンをはじめとする物価

の高騰が市民生活を直撃している。 

熊谷俊人知事は、昨年３月の知事選にて県政ビジョンに「市町村と共同で学

校給食費無償化に取り組む」と掲げている。６月２日の県議会で「食料品など

の物価高騰の影響により、特に子どもの多い世帯について家計負担が増える可

能性がある」として、子どもの多い世帯を対象に給食費の無償化を年度内に実

施する意向を示した。 

県内の２１の市町では、少子化対策、子育て支援、子どもの貧困対策などの

観点から、保護者の負担を軽減し、子どもを大切にするまちづくりをと独自の

制度として学校給食費無償化に取り組んでいるのが現状である。  

ところが、県内には習志野市を含め、実施できずにいる自治体が多くある。

子どもの成長・発達を保障する子育て支援策に、居住する自治体によって格差

が生まれるようなことは避けるべきである。格差を是正するためには、千葉県

として学校給食費に対する市町村への財政的支援を実施し、市民の暮らしと地

域経済をも守るため、物価の高騰対応分の地方創生臨時交付金の有効活用も含

めた検討が必要である。 

よって、本市議会は千葉県に対し、千葉県独自の助成制度で物価高騰から暮

らしを守る対策として学校給食費無償化を強く求めるものである。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日 

                  習志野市議会議長 

清 水 大 輔 

 

 

 

提案理由 

本案は、千葉県知事に対して、標記意見書を提出するものである。 

令和２年６月１９日（金） 

議会運営委員会配付資料【議題２①】 


